別記様式第１号
	　岐阜県収入証紙
　はりつけ欄
（消印をしないこと）
	
	 ※整理番号
	

	
	
	 ※審査結果
	

	
	
	 ※受理年月日
	 　　年　　月　　日

	
	 ※認可番号
	


採取計画認可申請書
                                                　　　　年　　月　　日
岐阜県知事　　　　　　様
                          住　　所                　　　
                  　　　　                      　  　
                          氏名又は名称及び法人に   　　
                          あってはその代表者の氏名  　　　　　　　　　　　　　    
                          電　　話　　番　　号    　　　  (　　　)　　　－
                          登録年月日及び登録番号    　　
                                                    　　　　　　
　採石法第３３条の規定に基づき、次のとおり採取計画の認可を申請します。
	 採取場区域の
 所在地番
	 　
    

	 採取場区域の
 面積
	                                           

	 採取する岩石の
 種類および数量
	   


＜一般的注意事項＞
１．申請書の大きさはＡ４とすること。
２．添付図面は、Ａ４版大に折り、袋に入れること。
３．申請書記載に当っては、＜例＞にとらわれることなく、申請者は採取場の状況を勘案し、完　全な災害防止が図られる計画とすること。
＜申　　請　　書＞
１．岐阜県収入証紙（５２，０００円）を正本に貼り付け、消印をしないこと。
２．申請年月日は、必ず記入すること。
３．「採取場区域の所在地番」は、２筆以上あるときは代表地番を記入し、外○筆とすること。
４．面積は実測とし、㎡単位で小数点以下は切り捨てて記入すること。
５．岩石の種類は、法第２条に規定する岩石名を記入し、通称名があるときは（　　）内に記入　すること。
６．採取量は、申請期間中の総採取量を記入すること。
７．採取量は、ｔ単位で小数点以下は切り捨てて記入すること。
１　岩石採取場の区域
	 番
 号
	  字地番
	 地目
	    面　　積
	 土地所有者住所､氏名
	 権原
 期限
	     所有権以外の権利の設定状況
	用　途
	

	
	
	
	 登記簿
	 実　測
	
	
	 権利の種類
	 権利者氏名
	 同意の状況
	
	

	 
	  
	 
	
	 
	 
	
	
	 
	 有・無
	
	

	 
	 
	 
	 
	 
	    
	  
	   
	   
	 有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 有・無
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 有・無
	
	

	    合　　　計
	 
	 
	 　　　　   
	


＜添付書類＞
    権原を有することを示す書面
      （１）自己の土地・・・土地登記事項証明書
      （２）他人の土地・・・土地登記事項証明書
                           　　 契約書又は同意書
      （３）所有権以外の権利が設定されている場合・・・同意書
＜岩石採取場の区域＞
１．「登記簿」は、土地登記事項証明書の表示面積を記入し、一筆の一部分の場合は「○○○㎡　の一部」と記入すること。
　　「実測」は、㎡単位とし、小数点以下は切り捨てて記入すること。
    なお、筆ごとの実測は省略してもよいが、合計欄は必ず記入すること。
２．「土地所有者住所、氏名」は土地登記事項証明書上の住所、氏名を記入すること。
３．「権原」は、所有権、貸借権、採石権等と記入すること。
４．「所有権以外の権利の設定状況」は当該土地に抵当権、地上権等の物権が設定してある場合　に、権利の種類、権利者氏名を記入するとともに、同意の有無について該当するものを○印で　囲むこと。
５．土地登記事項証明書上の所有者と現在の所有者（契約者）が異なる場合は、当該土地につい　て現在の所有者が正当に権利を承継していることを証する書面を添付すること。
６．共有地については、原則として共有者全員の契約書または同意書を添付すること。
７．「用途」は、採掘箇所（切羽）、破砕選別施設、たい積場、沈澱池、搬出路等と記入するこ　と。
２　採取する岩石の種類及び数量
  （１）年期別採取計画土石量             　　    単位：ｍ３
	
	       種類
 年期別
	 岩石（　　　）
	  そ　の　他
	 　合　　計
	

	
	 １　年　目
	   　　　ｍ３
	   　　　ｍ３
	   　　　ｍ３
 （　　　ｔ）
	

	
	 ２　年　目
	   　　　ｍ３
	   　　　ｍ３
	   　　　ｍ３
 （　　　ｔ）
	

	
	 ３　年　目
	   　　　ｍ３
	   　　　ｍ３
	   　　　ｍ３
 （　　　ｔ）
	

	
	   合　計
	   　　　ｍ３
 （　　　ｔ）
	   　　　ｍ３
 （　　　ｔ）
	   　　　ｍ３
 （　　　ｔ）
	


    注）　種類（　）内は、岩石名を記入
          トン数換算　　地山（ｍ３）×比重（２．５）＝トン
  （２）月間最大採取量
                                    　　　　　ｔ
        ＜添付書類＞　　土石量計算書
３　採取の期間
  （１）認可の日から　年間（　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日）
　　　（前回認可期間　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日）
  （２）今後の操業予定年数　　　年間
＜採取する岩石の種類および数量＞
１．年期別採取計画土石量は、容量(ｍ３)と比重により換算した重量（ｔ）を併せて記入すること。
２．月間最大採取量は、期間中最も多い月の採取量を記入すること。
３．「その他」は、表土及び廃土等を記入すること。
＜採取の期間＞
１．採取の期間は申請年数を記入するとともに、（　　）内に希望認可期間を記入すること。
　　なお、認可採取期間は審査基準により次のとおりとなっている。
（審査基準）
ア　採取期間は次の区分に定めるものとし、いずれの区分にも該当しない場合は３年以内とする。

　　　ただし、採取場の土地所有者等との間に締結した岩石採取に係る契約等の期間が本規定の採取期間に満たないときは、当該契約等の期間とする。
　 （ア）　新たな採取場所における採取は、２年以内とする。
　 （イ）　風化岩石（主として風化花崗岩）の採取は、２年以内とする。
　 （ウ）　法第４２条の２に規定する協議に係る採取は、３年以内とする。
　 （エ）　採取計画の実施方法、災害防止に関する施策等が特に優れていると認められる採取場（風化岩石採取場を除く）については、次に定める基準を全て満たす場合は、５年以内とすることができる。
   　（a）法人税基本通達２－２－４に係る埋め戻し費用を未払金計上していること又は別に定める災害防止措置等に係る保証があること。
  　 　（b）認可申請に係る採取場と同一の場所において、５年以上操業していること。
   　　（c）他法令等に基づく規制措置との整合性において、特に問題がないと見込まれること。
   　　（d）当該採取場の業務管理者が、前回の認可期間中、毎年採石業務管理者講習を受講していること。
   　　（e）当該採取場の採取方法、防災措置等について、県が改善を求めた箇所について、改善済み又は県の承認を受けた改善計画書等に基づき工事に着手していること。
 （オ）　（エ）の基準を全て満たす採取場（風化岩石採取場を除く）で、さらに次に定める基準を全て満たす場合は、６年以内とすることができる。なお、この場合は、認可期間の中間時点において岩石採取計画に係る中間報告書を提出するものとする。
 　  　（a）認可申請に係る採取場と同一の場所において、１０年以上操業していること。
   　　（b）申請者が認可を受けた採取場（岐阜県外の認可を含む）の数を上回る、業務管理者が所属していること。
（カ）　（エ）又は（オ）の基準を全て満たすものであっても、他の事例と比して著しく均衡を欠くとき及び立地、環境条件等を勘案し、知事が５年以内又は６年以内とすることが適当でないと認める場合は、３年以内とすることができる。

イ　前の区分に係わらず、当該採取場の直近の認可期間内において、次に掲げる事項に該当する事実がある場合は、採取期間を２年以内とする。
（ア）　採石業者の責めに帰すべき理由により、法第３３条の９の規定による認可採取計画の変更命令、法第３３条の１２の規定による岩石採取の停止命令又は法第３３条の１３の規定による緊急措置命令等を受けた場合
（イ）　岩石採取に関連し、重大な災害を発生させた場合
（ウ）　法第３３条の８に規定する採取計画の遵守義務等に違反し、かつ県が改善を求めたにも関わらず改善措置を講じない場合
（エ）　その他、採取方法、採取場の管理状況又は公災害の発生状況等からみて、特に指導監督を要する場合
２．継続申請の場合は、前回の認可期間を記入すること。
３．今後の操業予定年数は、今回の申請期間を含めた年数を記入すること。
４　岩石の採取の方法及び採取のための設備その他の施設に関する事項
　（１）採掘の方法
    ＜例＞
          　ア　採掘は露天掘（階段採掘法）とし、採掘箇所頂端から常時１０ｍ以上の表土を　　　　　　　先行除去する。
            イ　保全区域として５ｍ以上を確保し、保全区域に接する法面は４０度以下の勾配　　　　　　　　とする。
　　　　　　 なお、必要に応じて土留工を施す。
            ウ　階段形成方法は、採取規格図のとおり、階段の高さは１５ｍ以下、小段の巾は　　　　　　　　１０ｍ以上を確保し、法面の勾配は６０度以下とする。
　（２）採掘手段
      ア　手掘、機械掘
      イ　採掘機械一覧表
	
	     機械の名称
	  型式等
	 台数
	    能　　　力
	    備　　考
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	 
	 
	 
	 
	 
	


＜岩石の採取の方法及び採取のための設備その他の施設に関する事項＞
（採掘の方法）
１．採掘の方法は、露天掘、坑内堀の別を記入すること。
    なお、露天掘の場合は、階段採掘法とすること。また、採取中の直高、小段の巾、勾配及び　保全区域の巾について記入すること。
（採掘手段）
２．手掘、機械堀の別を○で囲むこと。
３．機械堀の場合は、使用するさく岩機、さく孔機、岩石切断機その他の主要採掘機械、並びに　空気圧縮機、給水機その他の附属機械について記入すること。
（３）火薬類
  　ア　火薬類使用の有無　　有・無
  　イ　火薬類消費に伴う種類別年間消費予定量
	 火薬（　　　　　）
	　　　　　　㎏
	 工業雷管
	                 個

	 爆薬（　　　　　）
	　　　㎏
	 電気雷管
	           個

	  〃 （　　　　　 ）
	　　　㎏
	 導火線
	                 ｍ

	  〃 （          ）
	　　　　　　㎏
	
	

	  〃 （          ）
	　　　　　　㎏
	
	


   　ウ  小割実施の有無　　有（小割機使用）・無
     　                      （小割機の名称　　ロックブレーカー）
  　 ＜添付書類＞　　発破規格図
　（４）破砕選別
    ア  破砕選別の有無　　有・無
    イ　選別手段　　　　　手選　・　機械
    ウ　破砕選別機一覧表
	 区　　分
	    機械の名称
	  型式等
	 台数
	   能　　力
	  備　　考

	 
	 
	 
	  
	
	

	 
	 
	 
	  
	
	

	
	 
	 
	  
	 
	

	 
	 
	 
	  
	 
	

	 
	 
	 
	  
	 
	

	 
	 
	 
	  
	 
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


    エ　水洗の有無　　有・無
                    ○　使用水の処理方法　　循環使用・直接排出
　　　　　　　　○　使用水の水量　　　　１日あたりの平均値　　㎥　　
        ＜添付書類＞　　破砕選別系統図
（火薬類）
４．火薬類使用の有無を区分し、有の場合は、記載欄のとおり記入すること。
５．小割実施の有無を区分し、有の場合は小割発破、小割機械使用の別を記入し、小割機使用の　場合は、名称を記入すること。
（破砕選別）
６．破砕選別機一覧表の「区分」は、貯蔵、移送、選別、一次破砕、二次破砕、三次破砕等と記　入すること。
  （５）運搬機械（場内運搬）
	   機械の名称
	    型式等
	  台数
	   能力
	      備　　　考
	

	 
	  
	   
	  
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


５　岩石の採取に伴う災害の防止のための方法及び施設に関する事項
	 (１)
	 予想される災害の態様及び
 範囲
 ア、周辺３００ｍ以内の土
 　　地の利用状況及び公共
     施設、建物等の状況
 イ、土地の崩壊、亀裂、陥
 　　没、土砂の流出、転落
 　　石、騒音、振動、粉じ
 　　ん、飛石、廃土、廃
 　　石、脱水ケーキの流
 　　出、汚濁水の流出に対
 　　する一般的な態様及び
 　　範囲
	 ＜例＞
 　当採取場は、県道○○線から１００ｍで、○○川に接し
 た丘陵地帯に位置し、採取場から３００ｍ以内には、○○
 小学校、民家２軒が存在し、最も近い民家までの距離は、
 ２５０ｍである。周辺は北東部は丘陵が続き、その他は農
 地が展開している。
 （土地の崩壊、亀裂または陥没、土砂の流出、転落石）
   南北に軟質な岩層が走っているため、場所によってのり
 面崩壊等が予想される。
 （騒音、振動）
   騒音、振動発生源として、クラッシャー、さく岩機があ
 りこの騒音が付近住民に影響するものと思われる。
 （粉じん）
 　粉じん発生源として、クラッシャー、さく岩機、コンベ
 アーがあり、また運搬に伴う粉じんが考えられ、風向きに
 よっては民家に影響する。
 （飛石）
 　さく孔方向、装薬量によっては、飛石が予想され、付近
 民家に影響すると思われる。
 （廃土、廃石、脱水ケーキの流出）
 　水平層状たい積法によりたい積しているが、集中豪雨の
 場合には、これらの流出が予想される。
 （汚濁水の流出）
 　洗浄汚濁水が、採取場に近接する○○川に流出するおそ
 れがある。


	 (２)
	 土地の崩壊、亀裂又は陥
 没、土砂の流出、転落石の
 防止措置
	 ＜例＞
 １．　表土を先行除去し、採取に当っては法面を安全勾配
     に保ち、小段の巾を十分確保する。
 ２．　保全区域ののり尻には、石積等により隣地の崩壊を
 　　防止する。
 ３．　採掘箇所は常時点検し、危険と思われる県道側につ
 　　いては、採取計画平面図及び防災規格図に示すとおり
     落石防護柵を設置する。

	 (３)
	 騒音、振動災害の防止措置
	 ＜例＞
 １．　プラントの騒音発生源は建屋で囲み、騒音を防止す
 　　るとともに、振動に対しては、発生源に防振ゴム等の
 　　防振材を用いる。
 ２．　重機の運転、発破の使用については、地形及び作業
 　　時間を考慮して実施する。


	 (４)
	 粉じん災害の防止措置
	 ＜例＞
 １．　廃土、廃石、脱水ケーキのたい積場は、粉じんが飛
 　　散しないようシートで覆い、必要に応じて散水する。
 ２．　プラントの必要箇所に集じん機､散水機を設置する｡

	 (５)
	 飛石災害の防止措置
	 ＜例＞
 　採掘箇所の掘進方向、発破孔のさく孔方向及び装薬量を
 適正にするとともに、危険区域内に民家が１軒あるので、
 採取計画平面図及び防災規格図に示すとおり飛石防止網を
 設置する。


	 (６)
	 脱水ケーキの流出及びたい
 積方法、廃土、廃石の流出
 防止措置
	 ＜例＞
 １．廃土、廃石は、土留施設等を設置し、たい積する。
 ２．脱水ケーキの強度向上は、廃土又は廃石、石灰等改良
 　材との混合処理、サンドイッチ工法により実施する。
 ３．脱水ケーキは、土留施設等を設置し、水平層状たい積
 　法によりたい積する。

	 (７)
	 汚濁水の流出防止措置
	 ＜例＞
 １．　プラントの汚濁水は、沈澱池へ集水し、外部へは排
 　　出しない。
 ２．　降雨による採取場内通過汚水は、沈澱池へ集水し、
     清水にして○○川に放流する。


	 (８)
	 採掘終了時の措置
	 ＜例＞
 １．　採掘終了時には、隣地との間の保全区域（５ｍ）が
 　　崩壊しないよう土留工を施す。
 ２．　最終残壁の傾斜は、５０度以下とし、高さ１０ｍご
 　　とに巾３ｍ以上の小段を残す。
 ３．　最終壁面は浮石を除き、法面は種子吹付、小段には
     植栽し緑化する。
 ４．　出入口には柵を設け、立入禁止措置をとる。
 ５．　堀下がり採掘を行った跡地（窪地）は、山土及び建
 　　設残土で埋め戻しを行う。

	(９)
	 法第３３条の１５の規定による標識
	 ＜例＞
１．現地出入口に設置する。
２．自社ウェブサイトに掲載する。

常時雇用する従業員数　　　人
自社ウェブサイトのＵＲＬ
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※採石法施行規則第８条の１９に規定するもので、ウェ
ブサイトに掲載するものとする。常時雇用する従業員
数及びウェブサイトのＵＲＬを記載すること。ただし、以下のいずれかに該当する場合は除く。

・常時雇用する従業員の数が２０人以下である場合
・自ら管理するウェブサイトを有していない場合


６　岩石の賦存の状況
＜例＞
　採取場一帯は、標高２００～３００ｍの山が重畳し、地形は比較的急峻である。地質は手取層群から成り、巨礫を含む礫岩、厚い砂岩、黒色頁岩及び上部に発達する赤褐色凝灰岩が賦存し、表土は中腹部から山頂にかけて厚く１ｍ～２ｍ位ある。
７　採取をする岩石の用途
    岩石の用途別年間生産量等
	 岩石
  の
 名称
	 年間生産
 量(t)
	               年間生産量の製品別内訳（ｔ）

	
	
	      砕　　　　　　　石
	  採石
	 石材
	 工業用原料
	 鑑賞石

	
	
	 道路用
	 ｺﾝｸﾘｰﾄ用
	
	 小　計
	 路盤埋立用
	
	
	

	 
	 
	 
	
	
	 
	
	
	
	


８　廃土又は廃石のたい積の方法
＜例＞
１．廃土廃石は、採取計画平面図に示す位置に一時たい積する。
２．たい積方法は、水平層状たい積法により行い、十分締固めを行った後に上層の積上げを行う。
別記様式第２号
	 　岐阜県収入証紙
   はりつけ欄
 （消印をしないこと）
	
	 ※整理番号
	

	
	
	 ※審査結果
	

	
	
	 ※受理年月日
	 　　年　　月　　日

	
	 ※認可番号
	


採取計画の変更認可申請書
                                                　　　　　　　　　　年　　月　　日
岐阜県知事　　　　　　様
                          住　　所                
                  　　　　                      　
                          氏名又は名称及び法人に   
                          あってはその代表者の氏名  　　　　　　　　　　　　　  
                          電　　話　　番　　号      (　　　)　　　－
                          登録年月日及び登録番号    
　採石法第３３条の５第１項の規定に基づき、次のとおり採取計画の変更の認可を申請します。
１　採取計画の変更の内容
	
	       従前の採取計画の内容
	        変　更　の　内　容

	
	
	


２　変更の理由
別記様式第３号
採石業務管理者の監督計画
　（１）採取場を管理する事務所
	
	        所　　在　　地
	   
	

	
	        名　　　　　称
	  
	

	
	        電　話　番　号
	 　（　　　）　　　－
	

	
	 当該事務所に置く業務管理者の
 氏名
	
	

	
	 　事務所が管理する採取場の
   所在地及び名称
	 
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　（２）申請に係る採取場の業務管理者
	        住　　　　　所
	 　 　　　　　　　          TEL(  )　－

	        氏　　　　　名
	 　

	        生　年　月　日
	 　　

	 当該業務管理者が管理する採取
 場の名称
	 　

	 当該業務管理者が申請に係る採
 取場で職務に専念できる時間
	 　


　（３）申請に係る採取場の管理機構及び操業時間
＜例＞
　　　　　　　　公害防止管理者　　　　　　　　　　　原石管理係（３人）

　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　火薬発破管理係（２人）

　　　　　　　　採石業務管理者　　　　工場長　　　　機械管理係（３人）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出荷配車係（３人）

　　　　　　　　  社　　長

                    操業時間　　午前８時～午後５時
  （４）業務管理者が採取場において認可採取計画に従って岩石の採取及び災害の防止が行われ　　　るよう監督するための具体的計画
＜例＞
　　１．採取計画の作成
        採取計画の作成に参画する
    ２．巡回点検
        毎日始業前に作業員の点呼を行い、当日の作業計画を説明し、災害防止の周知徹底を図　　　　る。
　　　毎日２～３回採取場内を巡回し、危険箇所の点検を行うとともに、認可採取計画に従っ　　　　て採取が行われるよう監督する。
    ３．災害防止に関する教育
        各機関で行われる研修会、講習会に作業員を積極的に参加させるとともに、自社におい　　　　ても必要に応じ、従業員の保安教育を実施する。
    ４．帳簿の記載及び報告
        法第３４条の２に規定する帳簿を記載し、事務所に備え付けておくとともに法第４２条　　　　の報告について監督する。
    ５．災害発生時の措置
        災害が発生した場合には、作業を直ちに中止するとともに、監督官庁に通報し、必要な　　　　指示を受ける。
　（５） 他県の採石法３２条に基づく登録状況
	
	  都道府県名
	  登録番号
	   事務所の所在地
	 業務管理者の氏名及び合格番号
	 備　考

	
	
	
	
	        (     )
	

	
	
	
	
	        (     )
	

	
	
	
	
	        (     )
	

	
	
	
	
	        (     )
	

	
	
	
	
	        (     )
	


 注）他県の都道府県知事の登録を受けている状況を記入すること。
別記様式第４号
他法令の許認可関係事項
	   関　係　法　令
	 該
 当
	  手続の状況
	        許認可等の内容

	
	
	
	   期　　間
	    区　　域

	 土地開発事業の調整に関する規則
	
	
	
	

	 森林法
	  
	
	
	 

	 農地法
	
	
	
	

	 河川法
	
	
	
	

	 砂防法
	
	
	
	

	 自然公園法
	
	
	
	

	 道路法
	
	
	
	

	 公害関係法令・条例
	
	
	
	

	 岐阜県埋立て等の規制に関する条例
	
	
	
	

	 都市計画法
	
	
	
	

	 普通河川等取締条例
	
	
	
	

	 火薬類取締法
	
	
	
	

	 その他法令・条例
	
	
	
	


＜添付書類＞許認可等通知書、申請書（受付印のあるもの）の写し
注）当該区域における岩石の採取が他法令に該当するときは、その旨記入すること。
　　他法令の許認可書、申請書等の写しは、許認可の内容、条件等が確認できるものを添付すること。
別記様式第５号
岩石の搬出の方法及び岩石の搬出の経路
（１）岩石の搬出の方法
	
	 １日当りの平均搬出量
	 
	

	
	 １日当りの平均搬出台数
	 
	

	
	 運搬車の種類
	 
	

	
	 搬出主体
	 
	


（２）原石、製品及び廃土の運搬に伴う措置     
＜例＞           
１．　運搬道路は必要に応じて散水し、粉じんの発生を防止する。
２．　運搬作業は、学校の登下校時、早朝､夜間はさける｡
３．　ダンプの運行については、シートをかけるとともに過積載の点検を行う。
４．　運搬道路を損傷した場合には、道路管理者の指示に従い、速やかに補修する。
＜添付図面＞　
　　岩石採取場から国道または県道等にいたるまでの岩石の搬出の経路を記載した書面は「添付　図面、３、周辺状況図」とする。
別記様式第６号
資 金 計 画 書
事業者名：
（事業所名）
場　　　　所：
採取場面積：
１．採取跡における災害の防止のための工事費用
                           　（工事単価）　（工事量）
ベンチのり面保護工事　　　　　千円×　　　㎡＝　　　　　　千円
ベンチ植栽　　　　　　　　　　千円×　　　㎡＝　　　　　　千円
掘採跡の埋め戻し　　　　　　　千円×　　　㎥＝　　　　　　千円
排水溝敷設（ベンチに係るもの）千円×　　　ｍ＝　　　　　　千円
その他　　　　　　　　　　　　千円×        　＝　　　　　　千円
合　計　　　　　　　　　　　　千円
２．必要資金確保の計画
上記１．に必要な資金の確保について記載する。
①　自己資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
②　借入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
③　採石災害防止準備金制度による積立金　　　　　　　　　　千円
④　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
合　計　　　　　　　　　　　　千円
　　　 注）全ての採石事業終了時の資金計画とする。
       　　採取場面積は、申請時の採取場区域の面積とする。
別記様式第７号の１
	 　収入印紙
	            保　　証　　書


　今般                           　 （以下「甲」という）が次の場所に係る岩石採取計画を採石法第３３条（第３３条の５）の規定によって認可（変更認可）を受けて操業するにあたり甲の災害防止措置等に関する保証契約における保証人岐阜県砕石工業組合（以下「乙」という）は本書各条項について承諾し、災害防止措置等が保証されていることを、岐阜県（以下「丙」という）に対して、ここに証する。
      岩石採取場所在地、面積
（保証の範囲）
第１条　甲が上記の岩石採取場における、災害防止措置等を履行できなくなった場合は乙が確実に、これを履行すること。
２　前項を保証する期間は、当該認可申請に係る岩石採取計画認可の日から、その採取場について採石場廃止に必要な、公災害防止措置等が県当局により完了されたと確認される日までとする。
（保証の履行）
第２条　丙は甲が採取場について、災害防止措置等を履行すべき状態にいたっても、その履行をしなかった場合は乙に対し、直ちに災害防止措置等の全部又は一部の履行を請求することができる。
    　　　　年　　月　　日
      甲　岩石採取認可申請人
                住　所
                名　称
                氏　名                              
      乙　保　　証　　人
                住　所    岐阜市六条南２丁目１２番１３号
                名　称    岐阜県砕石工業組合
                氏　名    理事長                    印
          岐阜県知事　様
別記様式第７号の２
	　収入印紙

	           保　　証　　書



　今般                      　（以下「甲」という。）が次の場所に係る岩石採取計画を採石法第３３条（第３３条の５）の規定によって認可（変更認可）を受けて操業するにあたり甲の災害防止措置等に関する保証契約における連帯保証人　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）及び連帯保証人　　　　　　　　　　　　　　　（以下「丙」という。）は、本書各条項について承諾し災害防止措置等が保証されていることを岐阜県（以下「丁」という。）に対して、ここに証する。
      岩石採取場所在地、面積
（保証の範囲）
第１条　乙及び丙は、甲が上記の岩石採取場における災害防止措置等を履行できなくなった場合は乙丙が連帯して確実にこれを履行すること。
２　前項を保証する期間は、当該認可申請に係る岩石採取計画認可の日からその採取場について採石場廃止に必要な公災害防止措置等が県当局により完了されたと確認される日までとする。
（保証の履行）
第２条　丁は、甲が採取場について災害防止措置等を履行すべき状態にいたっても、その履行をしなかった場合乙及び丙に対し、直ちに災害防止措置等の全部又は一部の履行を請求することができる。
    　　　　年　　月　　日
      甲　岩石採取認可申請人
                住　所
                名　称
                氏　名                              
      乙　連帯保証人
                住　所
                名　称
                氏　名                              印
      丙　連帯保証人
                住　所
                名　称
                氏　名                              印
    岐阜県知事　様
      （注）１　連帯保証人の印鑑証明書を添付すること。ただし、印鑑証明書は、最新の状況を示すものであること。また、申請日から１年以内に取得したものに限る。なお、写しを可とする。ただし、写しの場合は、連帯保証人が余白に「本書は原本と相違ない」旨を記載し、押印すること。
            ２　連帯保証人が法人である場合は決算書、個人である場合は確定申告書（写）の直近３箇年分を添付すること。
            ３　連帯保証人が指定法人である場合は上記１及び２は適用しない。
　　　　　　４　岩石採取計画審査基準（２）アの（エ）又は（オ）に係る認可であるときは、申請人及び連帯保証人の登記事項証明書を添付すること。
別記様式第８号
誓　　約　　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　岐阜県知事　　　　　　　　様
                                申請者
                                住　所
                                名　称
                                氏　名                             　　　　　　　 印
                              （法人は代表者名）
　今般、私が申請しました岩石採取計画については、採取計画の完全履行、採石法等関係法令の遵守及び地元住民との協調について、採石法等関係法令の趣旨に沿い実施することを誓約します。
　なお、これら違反があった場合は採取計画認可の取消し等の行政処分に従うことを併せて誓約します。
（備考）氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができる。
別記様式第９号
                     公害発生施設と防止方法
	公害発生施設
	  設　　備　　規　　模
	公害防止方法
	  法条例の届出状況

	粉
じ
ん
発
生
施
設

	コンベア

	
	
	

	
	破　砕　機

	機械の名称
	原動機の定格出力(KW)
	台数
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	摩　砕　機

	機械の名称
	原動機の定格出力(KW)
	台数
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	ふ　る　い

	機械の名称
	原動機の定格出力(KW)
	台数
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	土石堆積場

	
	
	

	騒
音
・
振
動
発
生
施
設

	破　砕　機

	機械の名称
	原動機の定格出力(KW)
	台数
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	摩　砕　機

	機械の名称
	原動機の定格出力(KW)
	台数
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	ふ　る　い

	機械の名称
	原動機の定格出力(KW)
	台数
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	分　級　機

	機械の名称
	原動機の定格出力(KW)
	台数
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	さく岩機
空気圧縮機
	
	
	

	汚
濁
水
発
生
施
設
	 水洗式破砕施設

	
	
	

	
	 水洗式分別施設

	
	
	

	立
地
条
件
等

	１．民家との距離（最短直線）　　　ｍ
２．風向（年間最多）
３．道路条件　舗装      有・無
              散水設備　有・無
４．苦情　　有・無

	
	


別記様式第１０号
採石業務管理者の所属状況等報告書
                                                　　　　　　　　　　年　　月　　日
岐阜県知事　　　　　　様
                          　　　住　　所                
                  　　　　                      　
                          　　　氏名又は名称及び法人に   
                         　　　 あってはその代表者の氏名  
採取計画認可申請書を提出するにあたり、認可を受けて操業している採取場、及び所属する採石業務管理者を次の通り報告します。
１　認可採取場の一覧（他都道府県を含む）
	
	　≪認可採取場の住所≫
計　　箇所　　


２　採石業務管理者の所属状況
	
	　≪所属する採石業務管理者の氏名≫
計　　　名　　


添　付　書　類
	№
	内容
	記載すべき事項
	標準縮尺
	備　　考

	 １
	 採石業者登録済通知書の写し
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 ２
	 土地登記事項証明書
	
	
	 申請書提出前３ヶ月以内のものであること
登記情報提供サービス可

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 ３
	 岩石を採取する権原を有する

 ことを示す書面
	
	
	 土地所有者（自己所有地を除く）との契約書又は同意書
 同意書等には､同意年月日､同意先地番、同意期間を明示すること

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 ４
	 国道または県道等に至るまでに私道を通行する場合の、

 当該道路を通行する権原を有することを証する書面
	
	
	 書面には､同意年月日､同意先地番、同意期間を明示すること

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 ５
	 隣接土地所有者の同意書
	
	
	 同意書には､同意年月日､同意先地番、同意期間を明示すること

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 ６
	 地元自治会等の同意書
	
	
	〃

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 ７
	 排水同意書
	
	
	 排水先水路管理者等の同意書

 同意書には､同意年月日､同意先地番、同意期間を明示すること

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 ８
	 採石業務管理者の監督計画
	
	
	 （別記様式第３号）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 ９
	 採石業務管理者試験合格証

 の写し
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 10
	 他の行政庁の許認可関係を

 証する書面及び一覧
	
	
	 土地開発事前（変更）協議結果通知書等一覧については、
（別記様式第４号）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 11
	 岩石の搬出の方法及び

 岩石の搬出の経路
	
	
	（別記様式第５号）
 岩石採取場から国道または県道等にいたるまでの岩石の搬出の経路を記載した書面 

 については、添付図面3周辺状況図で対応

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 12
	 現況写真
	
	
	 全影及び部分影（主要施設）とする

（区域を朱書すること）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 13
	 資金計画書
	採取跡における災害の防止の

ために必要な資金計画
	
	 （別記様式第６号）

	
	
	
	
	

	 14
	 保証書
	
	
	 当分の間砕石業を行うもののみ
（別記様式第７号）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 15
	 誓約書
	
	
	（別記様式第８号）

	
	
	
	
	

	 16
	 公害発生施設と防止方法
	
	
	（別記様式第９号）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 17
	 降雨水等流量計算書
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 18
	 土石量計算書
	
	
	

	
	
	
	
	

	 19
	 廃土又は廃石、脱水ケーキの

 発生量の計算書
	
	
	 廃土、廃石、脱水ケーキをたい積する場合

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 20
	 埋立容量についての説明書
	
	
	〃

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 21
	 工程表
	認可期間中における排水、土砂流出防止、外柵等の防災施設の設置、沈砂池等の

しゅんせつ及び緑化工事
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


添　　付　　図　　面
	№
	内容
	記載すべき事項
	標準縮尺
	備　　考

	 １
	 位置図
	 ①　採取場の位置
 ②  搬出経路
	       1
    50,000
	

	 ２
	 公図の写し
	 ①  土地の地番（隣地含む）
 ②  所有者氏名（隣地含む）
 ③  申請区域（境界着色）
 ④  赤道、青道（着色）
 ⑤  複写場所、複写年月日
	
	 採取場の区域及び 隣接土地を含めたもの 申請書提出前3ヶ月以内に複写したもので

 あること
 登記情報提供サービス可

	 ３
	 周辺状況図
	 ①申請区域　②採掘箇所　③破砕選
 別工場　④たい積場　⑤沈澱池
 ⑥搬出経路　⑦公共施設建物等
	   1       1
 3,000～5,000
	 採取場の周辺300ｍ以内の状況を明示 

 すること。なお、採取場を中心として

 半径100ｍ、200ｍ、300ｍの円を描くこと

	 ４
	 現況平面図
	 ①申請区域　②法令等による規制区
 域（砂防指定地、保安林等）
 ③添付写真の撮影位置及び方向
 ④等高線
	   1       1
  500 ～1,000
	

	 ５
	 採取計画平面図
	①申請区域　②保全区域　③法令等による規制区域　④防災施設（沈砂池、排水施設、落石防護柵、有刺鉄線柵、出入口柵等）　⑤場内運搬

路（重機道）　⑥採掘箇所（年期別） ⑦破砕選別工場　⑧たい積場　⑨掘進方向　⑩縦横断測点，測線  ⑪法３３条の１５標識
	   1       1
  500 ～1,000
	

	 ６
	 緑化計画平面図
	①申請区域　②保全区域　③緑化計画　

④防災施設
	   1      1
  500 ～1,000
	 認可申請期間後（２～３年）及び事業

 終了後の計画とすること

	 ７
	 実測横断図
	①申請区域　②保全区域　③現況地盤面

④計画地盤面（年期別）　⑤切土、盛土高
	
	 縦横断線の間隔は50ｍ以内とすること。ま た、地形の変化点は必ず記載のこと。坑内 堀りの場合は、天盤の有効厚さ及び採掘方 法について明示すること。

	 ８
	 実測縦断図
	 №７と同じ
	
	


	№
	内容
	記載すべき事項
	標準縮尺
	備　　考

	 ９
	 面積求積図
	
	
	

	 10
	 規
 格
 図
	 採取
	 ①ベンチの高さ　②小段の巾　③法面勾配　

 ④採掘順序（ブロック毎に番号を付すこと）
	
	

	 11
	
	 発破
	 せん孔の長さ、径、方向
	
	

	 12
	
	 残壁
 （緑化）
	 ①ベンチの高さ　②小段の巾　③法面勾配　  ④緑化方法　⑤保全区域
	
	

	 13
	
	 防災
 （構造）
	 防災施設（沈砂池、排水施設、有刺鉄線柵、 出入口柵等）の種類及び構造
	
	

	 14
	 破砕選別系統図
 及び機械配置図
	
	
	

	 15
	 汚水処理施設の
 設計書及び図面
	
	
	

	 16
	 汚水処理系統図
	
	
	

	 17
	 集水区域図
	 ①集水区域　②申請区域
	
	

	 18
	 地質図
	
	    1        1
  500  ～  1,000
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 19
	 土留施設の設計
 書及び図面
	
	
	 廃土、廃石、脱水ケーキをたい積す
 る場合

	 20
	 たい積方法の設
 計書及び図面
	
	
	〃

	 21
	 たい積場内へ流
 水するおそれの
 ある水の排除施
 設の設計書及び
 図面
	
	
	〃

	 22
	 垂直残柱の強度
 計算に関する書
 面及び図面
	
	
	 坑内堀り（中段採掘法）の場合

	 23
	 試錐柱状図等
	
	
	 坑内堀りの場合


（注）　縮尺は標準的なものであるので、他法令（森林法、都市計画法等）の許認可申請に使用した図面であって、
著しく相違していないものは、使用してもよい。
岩石採取認可申請書の添付書類、図面
	添付書類
	岐阜地域産業労働室

県事務所
	市 町 村
	文 化 財
	環境関係
	交通関係
	備　考

	 申請書
	正本
	    副本
	副本
	副本
	    副本
	

	 位置図
	     ○
	     ○
	○
	○
	     ○
	

	 公図の写し
	   　○
	     ○
	○
	○
	     ○
	

	 周辺状況図
	 　  ○
	     ○
	○
	○
	 ○(搬出経路図)
	

	 現況平面図
	   　○
	     ○
	○
	○
	     ○
	

	 採取計画平面図
	   　○
	     ○
	
	○
	     ○
	

	 緑化計画平面図
	   　○
	     ○
	
	
	
	

	 実測横断図･実測縦断図
	   　○
	     ○
	
	
	
	

	 面積求積図
	   　○
	     ○
	
	
	
	

	 規格図(採取､発破､残壁､防災)
	   　○
	     ○
	
	
	
	

	 破砕選別系統図･機械配置図
	   　○
	     ○
	
	○
	
	

	 汚水処理施設設計書及び図面
	   　○
	     ○
	
	○
	
	

	 汚水処理系統図
	   　○
	     ○
	
	○
	
	

	 公害発生施設と防止方法
	   　○
	     ○
	
	○
	
	 別記様式第9号

	 集水区域図
	   　○
	     ○
	
	
	
	

	 地質図
	   　○
	     ○
	
	
	
	

	 採石業者登録済通知書の写し
	  　写し
	    写し
	
	
	
	

	 土地登記事項証明書
	  　正本
	    写し
	
	
	
	

	 権原を有することを証する書面
	  　写し
	    写し
	
	
	
	

	 利害関係者の同意書等
	  　写し
	    写し
	
	
	
	

	 採石業務管理者の監督計画
	     ○
	     ○
	
	
	
	 別記様式第3号

	 採石業務管理者合格証の写し
	  　写し
	    写し
	
	
	
	

	 他法令の許認可関係事項一覧
	     ○
	     ○
	
	     ○
	
	 別記様式第4号

	 他法令許認可等関係書面
	   　○
	     ○
	
	  ○(公害関係)
	
	 申請書の写しの場合は受領印のあるもの

	 現況写真
	   　○
	     ○
	   　○
	 　　○
	
	

	 岩石の搬出の方法及び岩石の搬出の経路
	     ○
	     ○
	
	
	     ○
	 別記様式第5号

	 資金計画書
	     ○
	     ○
	
	
	
	 別記様式第6号

	 保証書
	  　正本
	    写し
	
	
	
	 別記様式第7号

	 誓約書
	　　正本
	　　写し
	
	
	
	  別記様式第8号

	 降雨等流量計算書
	   　○
	     ○
	
	
	
	

	 土石量計算書
	   　○
	     ○
	
	
	
	

	 工程表
	   　○
	     ○
	
	
	
	

	 廃土、廃石、脱水ケーキ発生量計算書
	   　○
	     ○
	
	
	
	

	 土留施設の設計書及び図面
	   　○
	     ○
	
	
	
	

	 たい積方法の設計書及び図面
	   　○
	     ○
	
	
	
	

	 たい積場の水排除施設設計書､図面
	   　○
	     ○
	
	
	
	

	 埋立容量説明書
	   　○
	     ○
	
	
	
	

	 垂直残柱の強度計算書及び図面
	   　○
	     ○
	
	
	
	

	 試錐柱状図
	   　○
	     ○
	
	
	
	


※　変更認可申請にかかる副本については、当該変更の内容により照会が必要となる課の分の提出を要する。

（例）プラントの変更、排水の変更　→  環境関係
搬出経路の変更              →　交通関係
-2-

